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                              は   し   が   き 

 

我が国の地方自治は、国と地方の協議の場の法制化、義務付け・枠付けの見直しと自治体への権

限移譲など、分権改革が着実に進んでおり、地方公共団体は、「地域における行政」を、今まで以

上に自らの判断と責任において取組み、各々の地域にふさわしい公共サービスを適切に提供するこ

とが求められます。そして、各地方公共団体においては、その担い手となる人材の育成が急務であ

り、職員の能力開発のため実施する研修が果たす役割はきわめて重要といえます。 

 一方で、地方公共団体では、厳しい財政状況や行政改革による定員削減などの影響により、職員

に十分研修を受けさせる余裕がない状況にあります。しかし、行財政改革が進み職員数も減少して

いる現在こそ、職員一人ひとりの能力を最大限に引き出し、住民の多様化するニーズに的確かつ柔

軟に対応できる職員を多く育成することが求められており、そのためにも効率的・効果的な職員研

修を実施することが重要であるといえます。 

本調査は、地方公務員研修の全体的な現状と傾向を把握することを目的として、平成３年度以降、

定期的（３年毎）に行ってきました。平成２４年度においても、研修の動向を踏まえて項目を見直

しつつ、都道府県、指定都市、中核市及び特例市等における地方公務員研修の実態について幅広く

調査しています。調査結果については、団体区分別に、あるいは前回（平成２１年度）調査との比

較において、その傾向を分析するとともに、先進的な事例を紹介することとしています。 

 各地方公共団体におかれては、この報告書を活用され、より効率的・効果的な研修の実施等のた

めに役立てられることを期待します。なお、この報告書は、自治大学校が実施した地方公務員研修

の実態に関する調査の結果を関係者に周知するため、財団法人 全国市町村研修財団 市町村職員

中央研修所から経費の助成を受け作成されています。 

最後になりますが、ご多忙中にもかかわらず、調査にご協力いただいた都道府県、指定都市、中

核市、特例市、(財)東北自治研修所に対し、心から感謝いたします。 

平成２５年３月 
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